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令和 7 年度事業報告書 

                                社会福祉法人 桔梗会  

   

【社会福祉事業】 

   特別養護老人ホームききょうの里 

   特別養護老人ホームききょうの里ユニット型 

   ききょうの里短期入所生活介護事業所 

   ききょうデイサービスセンター 

 ききょうの里居宅介護支援事業所 

沼田市在宅介護支援センターききょう 

ききょうの里福祉有償運送事業 

介護人材育成事業 

 

１ 総務課 

（１）庶務係 

ア 人材育成及び職員の確保 

・職員資質の向上を図るため、各種研修会（オンライン研修を含む）に職員を

参加させると共に報告会を行い、知識や技術の共有を図ることができた。 

・介護支援専門員の資格維持に係る経費負担や現に介護支援専門員として従事

する職員に対して講習参加を出張扱いにする等の支援を行った。 

・資格手当の支給により資格取得促進を行った結果、本年度は介護福祉士１名

精神保健福祉士１名の合格者を輩出する事が出来た。 

・職群別役割資格等級制度規程に基づく適切な昇給管理や令和７年度介護職員

等処遇改善加算、令和７年度介護職員等賃上げ･職場環境改善等事業補助金

等による処遇改善を行った他、「働きやすい職場づくり」による職場環境の

整備を進め、離職率の低下に努めた。 

・特定技能の在留資格制度を利用し、令和６年６月より雇用した外国人労働者

２名と在留資格「介護」の制度を利用し、令和７年４月より雇用した外国人

労働者２名採用し、就労・生活支援を行ったほか、令和８年度採用予定の内

定者２名に対してもスムーズな受け入れに向けた準備を進め、介護基盤の強

化を図った。 

・近隣の高等学校に対して職員の募集活動を行ったところ、利根実業高等学校

の生徒１名を採用内定する事が出来た。 

・介護現場の業務効率化を目的とした見守り機器やインカムを試用し検討を行

ったが、導入には至らなかった。 

イ 職員の福利厚生 

・親睦会が主催する新入職員歓迎会、忘年会へ景品を提供して参加の促進に努

めた。 

・永年勤続職員（５年報奨３名、１０年報奨３名、１５年報奨４名、２０年報

奨１名、２５年報奨２名、３０年報奨２名）に対してお祝い金等を授与した。 

・女性職員１名、男性職員１名が産前産後休業や育児休業を取得、また、育児

休業復帰後に育児短時間勤務として柔軟な働き方の支援を行い、「次世代育
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成支援行動計画」を推進することができた。 

・職員の健康を管理するため、伊勢崎佐波医師会成人病検診センターに委託し

て健康診断を実施した。また、夜勤のある職員に対しては健康診断を２回実

施した。 

・ストレスチェック実施規程に従い、健康診断を委託した医療機関でストレ

スチェックを実施し、職員のメンタルヘルスケアを推進した。 

ウ 施設・設備の整備改善 

・施設周辺の整理・整頓と花壇に花を植え環境美化に努めた。 

・職員用下駄箱を更新し、労働環境整備に努めた。 

・介護用器具等を更新又は追加購入した。 

・厨房用器具類の整備、修繕により衛生面の確保に努めたほか、食器類の更新

により食事環境を改善した。 

・主に外国人労働者（ベトナム国籍、インドネシア国籍）が居住するききょう

の里職員宿舎「ＬＩＦＥ」の維持管理に努めた。 

・ききょうデイサービスセンター岡谷で使用していた建物は購入希望事業者と

連携を図り譲渡に向けて協議を進めてきたが、令和７年度中の譲渡には至ら

なかった。 

エ 災害事故防止対策 

・自然災害や火災等を想定した避難訓練等を実施した。 

     １回目・・ききょうの里・ききょうデイサービスセンター ９月２６日   

    ２回目・・ききょうの里・ききょうデイサービスセンター ３月２７日 

・グループウェアを活用し、再認識すべき事項の研修又は感染対策に係る情報

等を全職員で共有する事を行い、業務の効率化を進める事ができた。 

・自然災害及び感染症に係る事業継続計画を周知し、災害事故防止対策に備

えた。 

・感染対策委員会を定期的に開催し、感染症の感染防止策を全職員に徹底す

るとともに職員の健康管理維持に努めた。 

オ 地域交流・広報及びボランティアの育成と受け入れ等 

・地元の「横塚町夏祭り」は自治会の判断によりトラックに神輿を乗せた形式

で横塚町内をまわる事となり、本施設でも披露する事となった。 

・広報誌「ききょう便り」の紙面の充実を図った。 

・ききょうの里とデイサービスセンター合同の作品展は感染症対策の影響によ

り開催を見送った。 

・地域における福祉相談の充実を図るため、群馬県社会福祉協議会が行う「群

馬県ふくし総合相談支援事業」を継続したが、相談実績が１件も無かった。 

    

（２）給食係 

ア 職場内研修を実施して、職員一人一人の衛生管理の意識を高め、食中毒の発

生の防止に努めていく。 

・食中毒発生時を想定したリアルシミュレーションの研修を実施し、発生時に

おける社会的な損失を職員間で共有し、職場全体での危機管理の意識を高め

ることが出来た。 

イ 物価上昇による仕入れコストの増額に注視し、特に急激な上昇が見られる品

目に対しては、代替品などを検討して、コストの抑制に取り組んでいく。 

・価格上昇となった食材は、代替品に変更・使用依頻度を控えた献立作成を行
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った。また予定食数と実食数の差を少なく出来るよう発注管理に注意し食品

ロスの削減に努めた。僅少ではあるが食材費を軽減することが出来た。 

ウ 新入職員や経験の浅い職員に対して、分かりやすい作業マニュアルを新しく

作成して、仕事の習得をサポートしていく。 

・仕事の理解度の向上を目的に、業務マニュアルにインフォグラフィック（情

報を絵や図を分かりやすくまとめたもの）を取り入れ、直感的に理解出来る

ような工夫を行い、ケアレスミスの削減に繋げることが出来た。 

エ 調理方法や献立に関して意見交換を活発に行い、サービスの質を高めて、利

用者の満足度の向上に努める。 

・利用者の意見を踏まえて、栄養士を軸にした意見交換を定期的に行い、より

ニーズに合致した献立を作成することが出来た。 

オ 栄養ケアマネジメントにより、食事摂取状況・摂取量・健康状態を把握し

個々に見合った栄養ケア計画の作成と食事提供を行い、栄養状態の維持・改

善を図っていく。 

・個々の栄養ケア計画に沿った食事提供を行うことで栄養状態の改善を図るこ

とができ、栄養状態が低リスクの人数が増えた。しかし、咀嚼・嚥下機能が

落ちた利用者が増え、ペースト食の提供数が多い状態である。咀嚼・嚥下機

能が落ちた利用者でも安全においしく栄養が取れるような食事提供を行って

いくことが今後の課題である 

 

２ 施設福祉課（特別養護老人ホームききょうの里・ききょうの里短期入所生活介護

事業所） 

（１）相談係 

目標『利用者や家族の気持ちを理解し、寄り添えるサービス提供ができるよ

う調整を行う。生産性向上を推進する為、介護機器等のテクノロジー

導入を進める。』 

ア 「他職種・関係機関との連携および情報共有」について、協力医療機関であ

る沼田病院と毎月連携会議を実施。入所者のうち体調不良者や入院リスクが

ある方を病院側へ情報提供した。また、入院をしている入所者の病状経過に

ついて情報を受けることができたことで、緊急時の対応や退院直後の連携が

迅速に行えた。 

イ  「利用者の状況把握と家族への情報提供」について、今年度も緊急を要さな

い確認等については、「ききょうの里公式ＬＩＮＥ」を通じて連絡を取り合

った。仕事中の家族や施設の受付時間外であってもやりとりが可能であるた

め、無理ない連携を図ることができた。また、行事などの写真や動画をタイ

ムリーに家族へ送ることができ、大変好評を博した。さらに緊急連絡用の携

帯電話を所持することで、緊急時おける家族との連絡調整もよりスムーズに

行うことが可能となった。 

ウ 「意向に添ったケアプランの作成」について、入所時および定期的な更新時

（または状態変化時）に、利用者本人および家族の意向を丁寧にヒアリング

しケアプランを作成・見直しを行った。 

エ 「特別養護老人ホームの稼働率」について、従来型の稼働率は９１．５０％

（目標９５％）と下回る結果となった。一方、ユニット型の稼働率は９５．

０８％（目標９５％）となり目標を達成する事ができた。 

従来型の稼働率低下の原因は、施設内における感染症の流行が大きく影響し
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たと考えられる。具体的には、新型コロナウイルス感染症（８月４名、１０

月４名、１２月６名）およびインフルエンザ（１月２５名）の利用者が陽性

者となった。この間、施設内での感染拡大を防止するため、居室隔離対応に

伴う新規受け入れ停止措置をとったことと、また入院による不在者が発生し

たことが稼働率を下げる要因となった。 

オ 「短期入所生活介護の稼働率」について、ききょうの里短期入所生活介護事

業所の稼働率は６９.４０％（目標７０％）僅かに目標には届かなかったもの

の、昨年の５４.７０％から大幅に上昇した。稼働率が上がった要因としては、

新規利用者の受け入れを積極的に行ったこと、例年続く猛暑の影響で冬期だ

けでなく夏期でも長期利用を希望する方が増えたこと、さらに施設内で感染

症の陽性者が発生した場合でも予定通り利用されるケースが増えたことが挙

げられる。 

カ 「入所順位決定委員会の運営と円滑な入所調整」について、空床発生時に迅

速に対応できるよう、規定の「年３回以上」を上回る「年６回」の会議を開

催し、待機者の最新情報の把握に努めた。会議では多くの候補者を選定して

いたものの、他施設でも候補となっていることが多く、空床発生時に家族へ

連絡した際には、既に他の施設への入所が決まっている事案が多くみられた。

今後は家族への連絡タイミングを早めるなどの対策を講じ、より迅速な入所

調整に努めていきたい。 

キ 「介護機器等のテクノロジー導入に向けた調性」について、職員の業務負担

軽減および利用者の安全確保を目的に、国際福祉機器展への参加による最新

機器の情報収集や、外部業者との調整による実機の試用などを実施した。し

かし現場での実用性を踏まえ、今年度は最終的な機器を選定および導入には

至らなかった。 

 

（２）第１施設介護係 

①看護職（従来型） 

目標『利用者の状態変化にいち早く気付き、主治医や協力医療機関と協力し

早期に適切な対応ができるようにする』 

・日頃のバイタルチェックや日々の観察に加え、介護職との情報共有を密に

行うことで利用者の状態変化（発熱、浮腫、異常尿・便、血圧変動など）の

早期発見に努めた。結果として、主治医への状態報告や協力医療機関との連

携により、速やかな対応（受診・入院）を行うことができた。 

ア 肺炎や重度の感染症、心不全の増悪などの疾病は医療機関での治療が必要と

なるため主治医の指示のもと、診療情報提供書の作成の依頼や相談員やケア

マネと連携し協力医療機関での治療が可能になるよう連携を図れた。 

イ 施設内で可能な治療（主に投薬治療）については、主治医が処方後、必要に

応じて採血や経過観察を看護、介護と行い投薬の効果等を往診時に報告し、

緊急性が高い場合に対しては電話報告により指示を仰ぐことで重症化を防ぐ

ことができた。 

ウ 施設内での看取りケアは基本、老衰と診断された状態に限るため、日々の一

般状態（食事、排泄、動作、睡眠、意欲、バイタルサイン等）の低下を主治

医へ報告し診察を重ねたうえで看取りケアと確定する。看取りケアの契約後

は１時間毎の巡視や定時のバイタルチェックを行い、離床や食事、入浴はそ

の時々の体調に合わせて行い、発熱や苦痛に対してはできる限りの対症療法
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を行い軽減に努めた。静養室対応とし、家族と過ごせる限られた時間を大切

にできるよう環境面にも配慮し、安心して過ごせる体制づくりに努めた。 

エ 日々、処方されている定期薬や新薬に関しては効能や副作用を確認し看護職

員間で情報共有することができた。感染予防対策については医師会等で主催

する研修へ参加し知識を高めることができた。 

オ インシデントレポートや事故報告書作成後は看護職員間で情報を共有し事故

原因や再発予防策について検討することで、安全対策の強化につなげた。ま

た、看護職員間での情報共有を目的としたノートを作成し詳細な情報を共有

できる体制を整えた。 

 令和７年度従来型医療的対応結果 

 救急搬送      １９件 

 緊急施設搬送    １６件 

 死亡退所      １１件 

 うち看取り      ５件 

   

 令和７年度ユニット型医療的対応結果 

 救急搬送       ２件 

 緊急施設搬送     ０件 

 死亡退所          ２件 

 看取り        ０件 

  

②介護職（従来型） 

目標『利用者が健康に生活出来るよう感染症予防に努め、一人ひとりの望む

事を理解して安心安全に生活が送れるように援助する。又、新入職員

が成長できるように丁寧な指導を行う。』 

ア 食事 

・食事の摂取状況や摂取量を観察し記録に残すことで、利用者一人ひとりの状

態に合わせた食事を提供する事ができた。また利用者のペースに合わせた食

事介助を行うことにより誤嚥予防に努め、安全な食事ケアにつなげることが

できた。 

イ 排泄 

・皮膚の状態に配慮しながら洗浄や清拭を行う事で清潔保持に努め、感染症や

皮膚疾患の予防につなげることができた。尿量等を観察して利用者一人ひと

りに適したパットや排泄時間等の見直しを実施することで、より適切な排泄

ケアにつなげることができた。 

ウ 口腔ケア 

・食後に口腔ケアを行い、口腔内に異常があった際は口腔診査や歯科往診を計

画、実施することで早期治療につなげることができた。又、利用者一人ひと

りの口腔内の清潔保持、口腔マッサージ等を行い、口腔機能維持に努めた。 

エ 入浴 

・プライバシーや羞恥心に配慮して、利用者の身体状態の把握に努めながら安

心して入浴を楽しんでもらえるよう支援を行った。また安全に特浴機などの

介護機器を使用することで介護事故防止に努めた。 

オ 感染症予防 

・感染症予防について感染対策委員会を中心に勉強会などを行い、正しい感染
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症予防対策を理解して適切な対応を行う事ができた。 

カ イベント、レクリエーション、コミュニケーション 

・外出行事は数回実施できた。今後も感染予防に努め利用者に楽しんでもらえ

る様に増やしていきたい。また施設内においても季節を感じられる行事を職

員間で計画し実施するとこで利用者が喜んでもらえる環境作りに努めること

ができた。 

キ 認知症ケア 

・認知症介護実践リーダー研修修了者を中心に会議等で認知症の課題について、

解決策の協議を行う事ができた。 

ク 機能訓練 

・利用者の個別機能訓練計画書の内容を介護職員全員が理解し、空き時間を確

保して行ったが十分な実施はできなかった。 

ケ 身体拘束廃止 

・身体拘束について定期的に委員会の開催や研修会を行い、身体拘束がもたら

す弊害を理解し、拘束をしないケアを実施する事ができた。 

コ 看取りケア 

・看取りケアについて会議を行い、利用者とその家族が安心して過ごせるよう

に、他職種との連携を取り援助していく事ができた。 

サ 新入職員指導 

・新入職員が安心して業務を行うことができるような指導とコミュニケーショ

ンを図ることができた。 

 

（３）第２施設介護係（ユニット型） 

目標『楽しみと生き甲斐を感じ、自分らしく安心して暮らせる生活を支援す

る』 

ア 個別ケア 

・担当する介護職員によって、ケアの質や対応にばらつきが出ていた。利用者

が何を望み、何ができ、何をサポートするのかを２４時間シートを元に再確

認し、チームケアとして実施していきたい。 

イ 行事 

・季節が感じられるイベントを中心に行事を実施し、利用者に喜んでもらえる

環境作りに努めた。 

ウ 職員研修 

・年間計画を立て、毎月テーマを振り分けて現場の実情に合わせた内部研修を

実施できた。外部研修では、講師を招き専門的な知識の習得を目的とした研

修を行った。 

エ 看取りケア 

・入院先にて急変され永眠されたため、施設での看取りケアの実施には至らな

かったが、今度も利用者と家族の心情に寄り添う看取りケアを行えるよう努

めていきたい。 

オ 介護事故 

・職員間の認識の違いから、報告書の記載についての記述や考え方にばらつき

があったため、介護事故の研修会を行い、リスクマネジメントについて再確

認し共有ができた。今後は、詳細な事故原因を分析し事故の背景を考えた改

善策の検討を行い、生活を支える介護をもとに事故防止に取り組んでいきた
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い。 

カ 感染対策 

・大地グループにて、利用者１名の新型コロナウイルス感染症が発生したが、

早期発見と迅速な対応を行うことで、感染拡大の防止に努めることができた。

今後も基本的な感染対策を継続し感染リスクの軽減に努めていきたい。 

キ 身体拘束 

・身体抑制の研修会を実施し、身体抑制を行なわないためにケアの見直しを行

った。 

ク 多職種連携 

・利用者の日頃の様子を把握し、小さな変化やサインに早期に気づけるよう、

身体状況の観察を実施した。他職種との情報共有に努め、早期に状態変化の

対応ができた。 

①大空グループ 

目標『やさしさとふれあいを大切にしたユニットケアを目指す』 

ア ユニットケア 

・介護のし過ぎに注意し、時間がかかる場合でも利用者に寄り添い、自立して

行えることについては必要なサポートを行った。余暇活動では、特技や趣味

を活かした工作や脳トレーニング等を支援し認知症ケアに取り組んだ。 

イ  環境整備 

・四季折々の花や季節感を演出した飾り付けを行った。家具やテーブル席の配

置を工夫し、コミュニケーションを取りやすい環境作りを行った。 

ウ 認知症ケア 

・利用者の表情を読み取り、気分の落ち込みや精神状態の変化に対して柔軟な

対応を行った。今後も、話し相手となるほか、散歩や動画視聴などを活用し、

気分転換を図り、利用者の不安に寄り添った関わりを継続していきたい。 

 

②大地グループ 

目標『利用者の気持ちに寄り添い、丁寧な個別ケアを提供していく』 

ア ユニットケア 

・日々の会話や表情、生活リズムから利用者一人ひとりの好みや興味を把握で

きるよう意識して関わり、本人の「やってみたい」という気持ちを尊重しな

がら無理のない範囲で援助を行うことができた。また、多職種や家族からの

情報収集を通して利用者の理解を深め援助へ繋げることができた。一方で、

業務優先となり利用者とゆっくり関わる時間が十分に確保できない場面や、

意思表示の少ない利用者の興味･感心を十分に引き出せない課題もあった。 

イ レクリエーション・リハビリ 

・レクリエーションやリハビリを継続的に実施したことで利用者の「できる動

作」の維持や「自分でやってみよう」という意欲向上につながり、情報共有

によって小さな変化にも気づきやすくなった一方で、ＡＤＬの共有不足によ

り職員間で介護量に差が出たことや、利用者の状態に合わない内容によって

参加意欲に差が見られる場面、また実施後の評価や振り返りが不十分のため、

次の支援へ十分に活かしきれない課題もあった。 

 

３ 在宅福祉１課 

（１）通所介護係（ききょうデイサービスセンター） 



 8 

目標『在宅での生活が充実する支援ができるデイサービスとなる』 

・心身が健康でいられる通所介護サービスを提供し、利用者の憩いの場として

在宅生活を支えるデイサービスをめざす。 

ア 具体的な方策 

・利用者が笑顔でいられる雰囲気を大切にしたケアに努められた。 

・認知症の利用者に寄り添う事で、利用者が楽しめるレクリエーションが提供

できた。 

・個別機能訓練では身体機能の維持を目的としたメニューを増やし日常生活に

沿った動作を取り入れて機能訓練を実施した。 

・年間行事予定は、季節を感じて楽しめるような計画を立てて、計画通りに実

施することができた。また当初の計画にはなかった老神びっくりひな祭は、

利用者のニーズに応じて臨機応変に対応し、外出の機会を提供することがで

きた。 

・介護報酬制度の改定等は意識しながら常に情報収集にあたった。 

・「しゃくなげの湯」は利用者に非常に好評であった。冬季中、提供が難しい

期間は変わり風呂や温泉の素等の工夫を行い、入浴を楽しんでいただいた。 

・外食会として田園プラザに外出した。利用者に地域との関わりや近隣住民と

交流をする事で社会参加の機会が提供できた。 

・個別制作活動は複数の職員で担当しながら時間をかけて作品制作し、完成し

た作品は家庭に持ち帰っていただくことで、利用者の創作活動の成果を家族

へ伝える事ができた。 

・園芸活動で栽培した野菜は利用者と一緒に収穫し、その場で塩もみやフライ

等に調理して提供することで、利用者に収穫の喜びや季節感を感じていただ

いた。 

・たくちゃん号（移動販売）は、IADL（応用日常生活動作）を維持する生活リ

ハビリだけでなく、利用者の楽しみとしてデイのプログラムで行えた。 

・グループウェア（サイボウズ）を積極的に活用し、利用者の情報共有をすみ

やかに図れた。 

イ 職員の資質向上 

・ききょうの里年間研修計画に沿って研修を行った。 

・事故報告があった際は速やかに職員全員に周知し、事故防止策を講じるよう

に努めた。 

ウ 事業所の運営 

・令和７年度延べ利用者数は４,６４９人（事業対象者４７人、要支援１ ７

１人、要支援２ ４９０人、要介護１ １８７４人、要介護２ ９７７人、

要介護３ ９１８人、要介護４ ２７２人 要介護５ ０人） 

・毎月の実績を他居宅支援事業所へ直接訪問し届け、積極的にケアマネジャー

と情報交換を図ることを行った。月行事カレンダー、桔梗便りも配布し、き

きょうデイサービスセンターの活動を伝える事ができた。 

・利根町、白沢町、片品村など近隣の町村にも在宅サービスの要として支援を

広げた。 

 

（２）ききょうの里居宅介護支援事業所・相談係 

ア 相談実績 

・現在３人体制で 1 人当たりの目標担当件数３７人（要介護者２５人、要支援
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者等１２人）。 

令和７年度年間延べ請求件数（介護予防含む）は８２８件（前年度８１２件）。

要介護の請求件数は５８６件(前年度５６０件)要支援の請求件数は２４２件

(前年度同数)。請求件数合計は増加した。 

担当件数合計は９９０件（前年９３３件）。担当件数も増加となった。新規受

け入れ件数が要介護者数と要支援者数を合わせて３４件、終了件数が１７件。

新規受け入れを積極的に行ったことで、件数の増加に繋がった。終了件数中、

介護老人福祉施設ききょうの里への入所に繋げた件数が１件であった。 

年間総件数は増加したものの、目標請求件数には一部届かなかった。これは、

担当利用者の状態変化に伴う医療機関への入院や施設入所など、在宅から他

サービスへの円滑な連携・移行が適正に行われた結果（サービスの一時休止

等）によるものである。 

８月から１名介護支援専門員を採用したが、今まで居宅介護支援の経験がな

く、指導をすることに時間がかかり担当件数を持つことはできたが、微増と

なった。 

・緊急相談、対応困難事例やみなし利用での対応等を迅速にすることでサービ

スに繋げることと、対象者との信頼関係を構築することに繋がった。 

・認定調査については、主に県外の市区町村から依頼があり、極力引き受ける

ように心がけた。 

イ 事業計画への対応 

・新規の受け入れを積極的に行った。しかし、他界者や入院者、退院後に在宅

復帰困難で介護施設等に入所となる担当利用者数の変動は避けられない。 

・地域包括支援センターからの介護予防計画書作成依頼や在宅介護支援センタ

ーから介護保険認定前(みなし)の計画作成依頼等、積極的に受け入れ対応も

行った。 

・介護支援専門員の活動は各利用者に対する直接窓口であるだけでなく、法人

内各事業部門に対し「ケアの質確保」「各事業者間の連携」の役割も併せ持

っている。事業方針を元に、各利用者の個別の問題や家族介護の限界など、

在宅生活上のさまざまな困難及び特有の問題についても連携を深めマネジメ

ントを行い、困難事例へ対応した。 

・加算算定について、入院情報や新規、連携時につけられる加算をしっかり算

定することで、１件当たりの単価をできる限り高めた。 

・介護保険制度の枠組み内で、相談援助を行った。 

・今年度も感染症対策の影響が残る中で外部対面研修が実施された。オンライ

ン研修等行われたので、出席してスキルアップを目指した。 

・特定事業所加算Ⅲの要件を満たしたので算定しているが、今後も加算算定で

きるよう事業所の要件を満たしていきたい。 

 

（３）沼田市在宅介護支援センターききょう・相談係 

 ①総合相談事業 

ア 相談実績 

・令和 7 年度の相談件数は、延件数２,０５３件（令和６年度１，４２１件）

前年比約１４４．５％の相談件数があった。実態把握調査件数は７９４件

(令和６年度７５６件) 前年比約１０５％の実態把握調査をおこなった。２

名体制で相談対応や実態把握調査を実施することができた。 
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・介護保険、在宅福祉サービスの申請代行、定期訪問や介護相談等で訪問依頼

があった際は状況を確認し、必要と判断した時は介護保険申請や在宅福祉サ

ービスの申請代行を迅速に行い、サービスに繋げることができた。 

イ 介護予防・日常生活支援総合事業 

・沼田市緩和基準運動教室（ききょう健やかクラブ）は、参加人数が延べ５５

７人 (令和６年度５４４人)で、１１１万４千円の収入だった。 

・沼田市短期集中運動教室（ききょう体操教室）は、参加希望が無く未実施で

あった。 

ウ 生活支援体制整備事業 

・令和５年度頃から、地区の会議等も再開され、今年度は池田地区において防

災訓練の参加、ボッチャの体験や大会を実施、沼中地区では上原町フェステ

ィバルへ参加し子供から高齢者まで幅広い世代の方にボッチャ体験をしてい

ただき楽しんでいただいた。柳町でもボッチャを使用した体験会が実施でき

た。また民生委員が交代したことで改めて出前講座を利用し「お互いさまの

まちづくり」の勉強会をすることができた。県外の視察研修にも参加させて

いただき越谷市の買い物支援について見学・勉強会をすることができた。 

エ 困難事例への対応実績 

・地域包括支援センター、高齢福祉係、警察、民生児童委員、医療機関を始め、

多くの関係機関や対象者周辺家族等と連携し、綿密な情報交換と素早い訪問

を心がけ、夜間や休日を問わず２４時間対応（不在時は他の職員による電話

対応）を行い、多方面との信頼関係を築きながら実施している。 

・独居高齢者だけでなく、高齢者夫婦や親子同居世帯等の一般家庭にも困難ケ

ースが増えている実態がある。孤独死や大きな事件、事故に発展しそうな案

件を未然に防ぎ、的確かつ速やかで円滑な他機関への送致を心がけている。

支援センターとして何処まで介入して良いのか沼田市と協議の上、他の関係

機関の協力を得て対応する事とする。 

オ 自己研鑽と次世代人材育成実績 

・毎月の支援センター定例会や生活支援コーディネーターの定例会には参加し

た。 

 


